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国際海洋法研究における衛星 AIS データ等の利活用について 

 

中川智治（社会環境学部 社会環境学科） 
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1. はじめに 

国際海洋法において、「船舶(vessel)」は国家の

管轄権を受け止める一つの単位である。国際海洋

法上、「船舶」が一つの単位として表現できるの

は、「船舶」が航行している沿岸国あるいは当該

「船舶」の旗国の双方が、「船舶」であることを

一つの単位として自国の管轄権を行使している

からである([水上 1994] 37 参照)。もちろん、旗

国が自国「船舶」に対して行使する管轄権は、船

籍（自国の「船舶」であること）を紐帯(nexus)

とするものであるのに対して、当該「船舶」が航

行する沿岸国が行使する管轄権は多分に空間的

（面的）であり、自国の海域を航行する全ての「船

舶」に対して行使する包括的な管轄権であるとい

う違いはあるものの、その双方が「船舶」を管轄

権の受容体として利用している。ただ一点注意が

必要なのは、その「船舶」の定義については、国

際法上、一致がないとされており([Walker 2012] 

300)、あるのは、条約毎に定められた定義、各国

国内法において定められた定義及び国際法学者

の著作の中に現れる定義である ([水上  1994] 

2-13)。 

一方、沿岸国から見て、自国の海域を航行する

全ての「船舶」に対して行使する包括的な管轄権

については、国際法上の一定の制約がある。例え

ば、国連海洋法条約（以下、UNCLOS）では、第

17 条以下において、領海における無害通航権につ

いての規定を置き、UNCLOS 締約国間における無

害通航のあり方と規制のあり方について一定の

制約を設けている。しかしながら、規定の解釈と

いう枠内において、各国は自国の行動を正当化し、

また、対処するための国内立法を行うことになる

([坂元 2015] 13-16)。その際に問題となるのは、

外国船舶の自国の海域における様々な行動であ

り、とりわけ領海内であれば、その行為や態様に

よって、無害であるのか、あるいは無害ではない

のかが判断されることになる。その際、どのよう

な通航であったのかは当然問題となる。 

一方、漁業の分野では、「漁場のモニタリング、

管理及び監視(Monitoring, control and surveillance: 

MCS)」を行うためのツールとして、既に人工衛

星を用いた「船舶位置監視システム (Vessel 

Monitoring System: VMS)」が用いられるようにな

っている([Rahman 2016] 365)。このような VMS

が初めて実施されたのは 1988 年にポルトガル漁

業当局が欧州共同体の援助を受けて行った

MONICAP システムであった ([FAO 2007] 39, 

[Portugal 1988] 2546-2547, [Portugal 1989] 2966-(2), 

[Commission of EC 1995] Report Annex I)1。当該シ

ステムでは GPS とインマルサットＣを用いて、

船舶と陸上の基地局との間で通信し、情報を集め

るものであった([Goncalves de Deus et als. 2012] 4)。

その後、ポルトガルは、15m 以上の漁船につき

1995 年 10 月より当該システムによるモニタリン

グを義務化している([OECD 1997] 130, [Portugal 

1993] 509, [Portugal 1995] 2275, [Portugal 1998] 

6584)。さらに、欧州共同体は、当該システムで

の経験を生かして、1997 年共同体規則 2847/93

を改正し、1998 年 6 月 30 日までに地中海を除く

公海で操業する 24m 以上の欧州共同体加盟国の

漁船につき VMS の搭載を義務付けることとなっ

た([EC 686/97] Art.1, [EC 1489/97], [Jaap Molenaar 



& Tsamenyi 2000b] 35)。そしてこのような VMS

は、現在では MCS を行う漁業管理当局にとって

重要なツールであるといわれるようになってい

る([Rahman 2016] 365)。 

従来、国際海洋法の研究では、船舶の海上にお

ける位置（船位）については、どの海域に位置し

ているかという点のみが重視され、その航跡に着

目したような研究は行われてこなかった。その背

景としては、個々の船舶の航跡は、航海日誌に記

録されているものであり、研究資料としては利用

できないばかりか、仮に特定の船舶の航海日誌が

利用可能であったとしても、それは、当該特定船

舶の航跡と国際海洋法規範との関係が問題とな

る場面だけであり、国際海洋法一般の研究資料と

しては限定的な意味しか持ち得なかったからに

他ならない。 

これに対して、本研究で取り上げる人工衛星を

用いて収集された船舶自動識別装置(Automatic 

Identification System: AIS)のデータ（船位データ）

は、特定期間の特定海域における広範囲の船位デ

ータであり、これまでの点あるいは線として特定

船舶の航海日誌から辿られる航跡とは異なり、特

定海域における船舶航行を広範囲に辿ることの

できるデータである。その意味で、衛星 AIS デー

タを利活用することで、これまで見出すことがで

きなかった国際海洋法上の新たな研究を開始す

ることができるのではないかと考える。 

そこで、本研究ではカナダの ExactEarth 社が販

売する衛星 AIS のアーカイブデータを利用し、国

際海洋法研究における衛星 AIS データの活用可

能性について検討する。まず、衛星 AIS データが

利用できるようになった背景について整理する。

次に、国際海洋法研究における衛星 AIS データ利

用について、実際のデータを用いながら説明を行

う。そして、AIS データ以外の衛星データ、とり

わけ衛星画像の利用可能性について検討を行う

こととする。以上の検討から、衛星データが国際

海洋法研究に有用であることを示したい。 

2. 衛星 AIS データの利用 

本研究において取り上げる衛星 AIS データと

は、人工衛星を用いて収集された船舶自動識別装

置のデータを意味する。このような人工衛星を用

いての AIS データを収集するコンセプトは、2001

年にノルウェーが実施した NSAT-1 の実証実験に

おいてはじめて報告された([Eriksen 2001] 167)。

NSAT-1 は、低軌道(Low Earth Orbit: LEO)の小型衛

星を用いたミッションで、排他的経済水域（EEZ）

を含むノルウェー海域を一日に少なくとも４度

観測するものであった([Høye 2003] 826-827)。 

そもそも AIS の発展は、1980 年に国際航路標

識協会(International Association of Maritime Aids to 

Navigation Lighthouse Authorities: IALA)が、船舶通

航支援等業務(Vessel Traffic Services: VTS)の改善

に積極的な役割を果たす委員会を設置し、「船舶

の識別・追尾に関する調査研究」に着手したこと

に端を発する([沖 1997] 25；VTS について[Plant 

1990]及び[飯島 1995])。その後 IALA は、国際海

事機関(IMO)や国際電気通信連合(ITU)に働きか

けを行い、1992 年に CCIR（現 ITU-R）勧告 M.825

「デジタル選択呼出装置(DSC)技術を用いたトラ

ンスポンダシステム」が決定された([沖 1997] 25、

[近藤 2000] 65)。 

IMO は 1998 年 5 月に開催された第 69 会期の海

上安全委員会(Maritime Safety Committee: MSC)に

て決議 74 の中で「ユニバーサル AIS の性能基準

勧告」を採択した([Harre 2000] 530; IMO MSC 

69/21/Add.1 Annex 12 Resolution MSC.74(69), 

13-16)。同年、ITU は、勧告 M.1371「ユニバーサ

ル AIS の技術的特長」を決定し、翌年、国際電気

標準会議(International Electrotechnical Commission: 

IEC)は国際標準化仕様 61993-1 を公表した

([Creech 2003] 32; [ITU-R M.1371]; [IEC 61993-1])。

さらに IMO は、2000 年 12 月に開催された第 73

会期 MSC にて決議 99 を採択し、1974 年海上人

命安全条約(International Convention for the Safety 

of Life at Sea, 1974: SOLAS)を改正した(IMO MSC 



73/21/Add.2 Annex 7 Resolution MSC.99(73), 

135-139)。これにより、国際航海に従事する従事

する総トン数 300 トン以上のすべての船舶、国際

航海に従事しない総トン数 500トン以上の貨物船

及び全ての旅客船について、AIS の搭載が義務づ

けられることになった。これら搭載義務船は AIS

上 Class A と区分され、一方、搭載義務のない船

舶については、簡易型 AIS の搭載が推奨され AIS

上 Class B と区分されることになった。なお、IEC

は翌 2001 年にクラス A の AIS 規格を定めた国際

標準化仕様 61993-2 を公表している([Creech 2003] 

32; [IEC 61993-2])。ただし AIS は、基地局との交

信に無線を利用していることもあり、水平方向に

対しては、地球が丸いことの影響を受け、沿岸か

ら 20 海里から 30 海里程度までの範囲でしか行え

ないという制約があった([ITU-R M.2084] 1)。 

このような船舶に搭載される無線設備につい

ては、SOLAS において定められていたが、船舶

間無線を中心としており、船舶陸地間での無線通

信については、海上における船舶位置によっては

陸上への通信が不可能となる場合もあった。AIS

が無線通信を利用している背景は、初期の AIS が

GMDSS(Global Maritime Distress and safety System: 

全世界的な海上遭難安全システム)で導入された

無線通信チャンネル CH70(VHF 帯)を共用する形

でスタートした点にある([三宅 1998]12)2。 

このように、AIS は、VTS 及び GMDSS との関

連で発展してきたが、ノルウェーの NSAT-1 によ

って示されたアイデアを初めて商業サービスと

して開始したのは米国の ORBCOMM 社であった。

ORBCOMM 社は、2004 年に米国の沿岸警備隊と

AIS 受信機を装備した衛星（AIS 受信衛星）コン

セプトについて協議し、2008 年に AIS 受信衛星

を 6 機打ち上げ、サービスを開始した([Best 2011] 

15)。同様のサービスを米国の SpaceQuest 社

(http://www.spacequest.com/) 及 び カ ナ ダ の

ExactEarth 社(http://www.exactearth.com/)が行って

おり、アーカイブデータの販売も行っている。 

日本においては、海上技術安全研究所（現、（国

研）海上・港湾・航空技術研究所）や国土技術政

策総合研究所において 2012 年 8 月より衛星 AIS

を活用した北極海航路の航行実態の分析に取組

み、その研究成果を継続的に発表している（例え

ば[瀬田 2012]及び[安部 2013]、[谷本 2014]、[安

部 2016]）。しかしながら、国際海洋法研究とい

う限定をつけると、地理情報システム(GIS)との関

連で利用されている研究があるだけである([中川

2015])。 

3. 国際海洋法研究における衛星 AIS データ利用 

衛星 AIS データのこれまでの利用については、

災害対応、海難救助、環境保護及びリスク・モデ

リングなどの分野において利用されている

（[Carson-Jackson 2012]）。これに対して、国際海

洋法分野においては、AIS 利用について紹介され

るだけであり、衛星 AIS データの利用にまでは踏

み込んでいない（[Kraska 2013]）。 

衛星 AIS データの利点は、従来の陸上無線基地

を用いて収集された AIS データと異なり、沿岸か

ら遠く離れた海域における船舶の位置データを

保持している点及び同一の船舶の航跡について

長距離での追跡が可能である点である。 

一方、衛星 AIS データを利用する上での問題は、

対象とする海域の時間的空間的な広さによって

は、対象データが厖大な量となり、通常の手作業

で扱える分量ではなくなる点である。そのため、

データを視覚化するためには、まず何らかの方法

でデータを検討に必要な範囲分だけ選び出す下

準備が必要となる。そして、その選び出したデー

タを、GIS ソフト等で視覚化しなければならない

という点がある。 

たとえば、本研究で利用した東経 90 度から東

経 180 度範囲の衛星 AIS データ範囲（図２）にお

いて、2014 年 9 月に Exact Earth 社の人工衛星に

よって取得された AIS メッセージ総数は、6878

万 7980メッセージである。2014年 11月になると、



AIS メッセージを取得する人工衛星が増えたため

か AIS メッセージ総数は、8290 万 5641 メッセー

ジに増加している3。なお、１メッセージには、

項目数が 139 あるので、その項目数にメッセージ

総数を乗じた数がデータの総数（たとえば、2014

年 11 月であれば、115 億 2388 万 4099 件）とな 

る4。ちなみに、今回使用した範囲における衛星

AIS データは、CSV 形式で、それぞれ 32.7GB（2014

年 9 月、メッセージ総数は 6878 万 7980 メッセー

ジ）、32.6GB（2014 年 10 月、メッセージ総数は

6855 万 1034 メッセージ）及び、39.6GB（2014 年

11月、メッセージ総数は 8290万 5641メッセージ）

であった。図２の範囲における当該メッセージの

分布状況を示した図を右に示す（図３）。日本、

中国、オーストラリア近海などが輻輳海域である

ことが見て取れる図となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このメッセージの中から、データの視覚化を行

う範囲のデータを選び出す下準備を行う必要が

ある。データの選び出しに際しては、Exact Earth

社が提供する衛星 AIS データ（データ形式は CSV

形式）を GISソフト（本研究では ESRI社の ArcGIS 

Desktop 10.5 を使用）で利用できるよう下準備を

行う必要がある。データのファイルサイズが大き

すぎる場合、利用しているパソコン等の作業環境

によっては作業を継続できない場合がある。その

ため、下準備に際しては、作業環境に応じたデー

タサイズまで、必要となるメッセージだけを選び

出すことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データの選び出しには、検討対象とする海域の

座標範囲を指定して用いるが、それだけでなく船

舶無線の呼出し番号として利用されている 9桁の

海上移動業務識別番号(Maritime Mobile Service 

Identity: MMSI)も用いることができる 5。この

MMSI は、国ごとに割り振られた 3 桁の海上識別

数字(Maritime Identification Digits、以下 MID とす

る)と 6 桁の船舶局識別からなり、この MMSI に

含まれている MID を利用することで特定の国の

船舶だけを抽出することも可能となる6。さらに、

また、AIS メッセージの中に含まれる情報

（Message ID）を利用することで、Class A 船舶

(Message ID: 1,2, 3 and 5)及び Class B 船舶

(Message ID: 18, 19 and 24)を区別することが可能

となる。 

例えば、ある特定の MMSI の船舶データだけを

選び出して航跡図を作成してみると以下の示す

図のようになる（図４）。図４では、9 桁の MMSI

が 416 で始まる船舶を選び出しているので、当該

船舶が台湾で登録された船舶であろうとが推察

できる。また、メッセージ ID が 18 であるので、

ClassB 船舶であることもわかる。おそらくは漁船 

図２ 

衛星 AIS データ範囲 

 

出典：exactEarth 社 exact Archive Data Receipt 

図３ 

ヒートマップ 

 

出典：exactEarth 社 exact Archive Data Receipt 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

である可能性が高い。そして、当該船舶が南鳥島

周辺の排他的経済水域(EEZ)内を徘徊している様

子がはっきりと見て取れる。 

今回使用した衛星ＡＩＳメッセージのアーカ

イブデータ（2014 年 9 月から 11 月）の使い方と

して、個々の船舶に注目するのではなく、船位の

集合体として視覚的に把握できるという点があ

る。次に示す図５は、小笠原諸島周辺海域におい

て中国船によるサンゴ密漁が問題となった時期

に、中国漁船と思われる船舶（MID が 412,413 及

び 414、メッセージ ID が 18）の位置データがど

こにあったかを示した図である7。一方、次のペ

ージに示す図６は、同じ時期の台湾漁船と思われ

る船舶（MID が 416、メッセージ ID が 18）の位

置データがどこにあったかを示した図である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 

中国漁船と思われる船舶の位置データ（2014 年 9 月～11 月） 

 

出典：exact Archive Data 及び GEBCO_2014 Grid, version 20150318 を基に筆者作成 

図４ 

台湾漁船と思われる船舶の航跡図 

 

出典：exact Archive Data 及び GEBCO_2014 

Grid,version 20150318 を基に筆者作成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５及び図６を比較することで、当該時期にお

ける中国漁船と思われる船舶に対して日本の海

洋法政策上検討すべき課題と台湾漁船と思われ

る船舶に対して日本の海洋法政策上検討すべき

課題が異なっていることを視覚的に把握するこ

とが可能となる。 

このような衛星 AIS メッセージにある船位デ

ータの集合を視覚化した図は次のような法的論

点を検討する際には更に役立つと思われる。右に

示す図７は、2014 年 9 月 1 日のフィリピン周辺海

域における船舶の位置データの中からフィリピ

ン船と思われる船舶を除外したものである。図７

のフィリピン周辺にはフィリピンが設定してい

る群島基線を記入している。群島基線内の点は、

群島基線内を外国船舶が航行したことを示す点

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 

台湾漁船と思われる船舶の位置データ（2014 年 9 月～11 月） 

 

出典 exact Archive Data 及び GEBCO_2014 Grid, version 20150318 を基に筆者作成 

図７ 

群島水域内を航行する船舶の位置データ 

 

出典：exact Archive Data 及び GEBCO_2014 

Grid, version 20150318 を基に筆者作成 



これに対してフィリピンは、現在、群島航路帯

を設定する法律案(SBN-92)を審議中である8。当該

法律案において示されている群島航路帯は三つ

ある。一つ目は、東側のフィリピン海からバリン

タン海峡を通って南シナ海に通じる北部を東西

に横断するルート、二つ目は、同じくフィリピン

海から、スリガオ海峡、ボホール海、スル海及び

バラバク海峡を通って南シナ海に通じる中央部

を東西に横断するルート、三つ目は、南部のセレ

ベス海から、バシラン海峡、スル海及びミンダナ

オ海峡を通って南シナ海に通じる南北を縦断す

るルートである。この三本の群島航路帯を図示す

ると以下のようになる（図８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この図８で示した法律案に示されている群島

航路帯と図７で示した実際の航路を比較すると

南北を縦断するルートが特に異なっていること

がわかる。また、中央部を東西に横断するルート

についても、実際の航路は法律案で示した群島航

路帯よりも南に寄っており異なっている。こちら

についても、実際の船舶航行に対する影響が大き

な法律案であることが見て取れる。このように、

衛星 AIS データを用いることで、実際の船舶航行

と国際海洋法の関係を視覚的に理解することが

できる。 

4. 衛星画像の利用可能性 

さて、衛星 AIS データを視覚化することで、一

定の範囲において、これまで明らかではなかった

国際海洋法に関連する論点の存在を明らかにで

きる場合があることについては確認できた。 

これまで国際法学者が利用する資料には、国内

外の論文等の著作、国内裁判及び国際裁判の判決

文、国際機関の決議や報告書等の国際文書、ある

いは各国の外交文書など、文書を中心とするもの

であった。今回使用した衛星 AIS データは、これ

ら文書の形で存在する研究資料ではない。科学的

なデータとして存在するものであり、その意味で

は、国際法学者がこれまで取り上げてこなかった

種類の資料であるといえる。 

しかしながら、このような文書ではない資料は

実際の国際裁判では既に使われている。たとえば、

常設仲裁裁判所(Permanent Court of Arbitration: 

PCA)の南シナ海仲裁（フィリピン対中国）では、

ドイツの EOMAP 社の衛星画像推定水深(Satellite 

Derived Bathymetry: SDB)技術が利用され、裁判資

料として提出されている[PCA 2015 Annex807]9。

また同じく、裁判資料では、島の形状の地理学的

特徴に関して Schofield 教授らによってまとめら

れた資料が提出され、判決文の中においても利用

されている[PCA 2015 Annex513]。また、判決文自

体においても衛星画像の証拠能力について検討

が行われている[PCA 2016, paras.322-326]。 

判決において、PCA は、衛星画像が撮影された

図８ 

フィリピンの群島航路帯案 

 

出典：SBN-9 及び GEBCO_2014 Grid, version 

20150318 を基に筆者作成 



時点と潮位の関係について問題にした。フィリピ

ン側が提出した EOMAP 社作成の裁判資料では、

天文最低低潮面(Lowest Astronomical Tide: LAT)の

場合と天文最高高潮面(Highest Astronomical Tide: 

HAT)の場合のそれぞれの礁(reef)の海図が提出さ

れた10。LAT は国際水路機関(IHO)が海図の基準面

として採用することを決議している基準である。

一方、PCA は、UNCLOS 第 13 条及び第 121 条に

ある低潮高地及び島の地形学的基準である「高潮

時に海面上にある」という部分の「高潮」につい

て、IHO が推奨する HAT ではない高潮面を利用

することを、UNCLOS は認めていると述べている

[PCA 2016, paras.310-311]。また、南シナ海をカバ

ーする異なった海図において用いられている潮

位面が異なっていることも踏まえ、必要のない限

り特定の高潮時を用いないという結論を導き出

している。 

さらに、PCA は、衛星画像についても検討を行

っている11。フィリピン側は、裁判資料としてク

アテロン礁、ファイアリークロス礁、ガベン礁、

ジョンソン礁、ヒューズ礁、ミスチーフ礁、スカ

ボロー礁、セカンドトーマル礁、スビ礁の衛星画

像を提出している[PCA 2015 Annexes787-795]。ま

た、Schofield 教授らによってまとめられた島の形

状の地理学的特徴に関して資料では、Landsat４号

（地上分解能は 30.0m）、Landsat５号（地上分解

能は 28.5m）、Landsat７号（地上分解能は 14.25m）、

Landsat８号（地上分解能は 14.25m）そして Digital 

Globe 社の所有する衛星画像（地上分解能は 0.5m

から 3.0m）が利用されていた[PCA 2015 Annex513, 

12-13]。 

これに対して PCA は、パンクロマチック（白

黒）画像の地上分解能が 15ｍしかない Landsat７

号やLandsat８号といった衛星の画像については、

問題となっている礁の細かな形状が判別できる

物ではないため不十分であることを指摘してい

る。さらに、Landsat 衛星よりも高い地上分解能

をもつDigital Globe社の所有する衛星画像につい

ても、衛星画像が撮像された時点での潮位が高潮

なのか低潮なのかがわからなければならないと

指摘している[PCA 2016, paras.322-323]。 

たしかに図９に示すようにDigital Globe社の所

有する World View 衛星を利用すれば、埋め立て

が行われたのかどうかについては時系列を追っ

て判別することができる。 

もちろん、PCA が指摘するように、図９で示し

たような画像には潮位データは含まれておらず、

他の観測方法による補完が必要である。この点に

関して PCA は、高潮時に近い時期に撮影された

超高解像度なステレオ画像と近隣海域における

人の手による潮位調査があれば、小さな砂州や岩

についても存在及び不存在が明らかにできるの

ではないかと指摘している。[PCA 2016, para.326]。 

これは Schofield 教授らによってまとめられた

島の形状の地理学的特徴に関して資料において

用いられていた Landsat８号の画像から作成され

図９ 

光学衛星画像を利用した比較（スビ礁）

 

出典：DigitalGlobe 社, WV3, 13 May 2014 撮影、

パンシャープン画像はENVIを用いて筆者作成 

 

出典：DigitalGlobe 社, WV3, 21 July 2015 撮影、

パンシャープン画像はENVIを用いて筆者作成 



たデジタル標高モデル(Digital Elevation Model: 

DEM)が 25,000 分の 1 や 30,000 分の 1 程度でしか

示されなかったことを受けての指摘ではないか

と推察される[PCA 2015 Annex513, p.16 figure 4.1 

p.42 figure 5.1.10a and p.52 figure 5.1.15a 参照]。 

5. おわりに 

今回、取り上げた衛星 AIS や衛星画像は購入さ

えすれば一般に利用可能な情報である。ただ、こ

れまで国際法学者はこのような衛星データを研

究資料として利用することはなかった。それは、

このような衛星データは、国際海洋法研究におい

て、法的論点の検討自体と言うよりも、法的論点

の検討の重要性を裏付ける（傍証する）材料に過

ぎないからに他ならない。 

しかしながら、実際の裁判資料に目を転じると、

傍証材料に過ぎないと思われる衛星画像も、その

証拠能力について検討されるようになってきて

いる。今後、今回 PCA が示した条件をクリアー

する前提が整えば衛星画像が裁判資料として重

要な位置を占める日がやってくるかもしれない。

もしそうなるのであれば、GIS を使っての衛星デ

ータの視覚化や、衛星リモートセンシング分野の

分析手法についても国際法学者は慣れ親しむ必

要が出てくるのかもしれない。 

たとえば、今回の南シナ海仲裁の裁判資料とし

ては用いられてはいなかったが、細かな地表面の

変化量だけを見るのであれば、地震、火山活動等

の地殻変動を検出するために用いられる干渉

SAR(inSAR)という方法がある12。干渉 SAR は合

成開口レーダ（SAR）衛星で撮影された一組の画

像間にある画像情報（位相情報）の差を利用した

計測技術である。SAR 衛星は、レーダ衛星である

ため、光学衛星とは異なり、昼夜及び雲の有無を

問わず撮影が可能である13。そのため、特定の地

点を定点観測する目的に適している。さらに、適

切な組み合わせの画像セットを用いることで、そ

の組み合わせた画像中においてどれだけの変位

量があったのか SAR 衛星が用いているレーダの

波長の位相差によって計測が可能である14。次に

示す図１０は、Terra SAR-X 衛星が撮像した 2015

年 11 月 11 日と 2015 年 11 月 22 日のスビ礁の画

像を干渉させて作成した干渉 SAR 画像である。

堤防付近が黄色く浮き出ており、2015 年 11 月 11

日から 2015 年 11 月 22 日の間に微細ながらも変

位があったこと確認することができる。 

実際の南シナ海仲裁事件の裁判資料では、フィ

リピン空軍が撮影した写真が裁判資料として提

出された[PCA 2015 Annexes783-786]。このような

資料は、通常、表に出てくることはなく、その様

な資料の存在自体が一般に知られることはない。

その意味で、関連する資料にアクセスすることが

難しいような研究テーマであればあるほど、周辺

的であったとしても、一般に開示されている他の

データや資料の利用価値は高くなるということ

ができよう。その意味で、衛星 AIS や衛星画像と

いうようなデータは、困難を回避するための一手

法として評価することができよう15。 

 

図１０ 

スビ礁の干渉 SAR 画像 

 

出典：AirBus 社, Terra SAR-X, 11 & 22 Nov. 2015
撮影; NTT Data 社, AW3D®高精細版地形データ; 
干渉 SAR 画像は SAR Scape を用いて筆者作成。 
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国内システムとして整備されたのは 1993 年頃にオ

ーストラリア及びニュージーランドにおいてであ

るとする。[Smith 2000] 440. 
2 GMDSS は、1979 年に「海上における捜索及び

救助に関する国際条約(International Convention on 
Maritime Search and Rescue, 1979: SAR 条約)」が採

択された後に、全世界的な海上における捜索救難

(Search and Rescue: SAR)について、IMO の無線通

信小委員会(COM)において検討されたことにさ

かのぼる([庄司 1996] 1-35、SAR 条約について

[Özçayir 2006])。 
3 exactEarth 社からデータを購入した際に添付され

る exact Archive Data Receipt 参照。 
4 データの項目によっては空欄となっているものも

あるため、データ件数の理論上の上限をメッセージ

数（行）にメッセージ項目数（列）を乗じた数とし

た。 
5 MMSI のほか、選び出した船舶を特定する方法と

しては無線の国際呼出符号(International Radio Call 
Sign: IRCS)も広く利用されている。 
6 MID の割り当て状況は、ITU のホームページにお

いて確認することが出来る。
http://www.itu.int/online/mms/glad/cga_mids.sh?lang=
en（最終確認、平成 29 年 8 月 28 日）。 

7 小笠原諸島周辺海域等における中国サンゴ密漁船

については[海上保安庁 2015]を参照のこと。 
8 Senate of the Philippines, 17th Congress, Senate Bill 
No.92: Philippine Archipelagic Sea Lanes Act; Fuked on 
June 30, 2016 by Trillanes, Antonio “Sonny” F., 
https://www.senate.gov.ph/lis/bill_res.aspx?congress=17
&q=SBN-92. 
9 衛星画像推定水深技術については、[松本 2016]を
参照のこと。 
10 天文最低低潮面(LAT)の計測方法については、[佐

                                                                                        
藤 2017]を参照のこと。 
11 衛星画像一般については[日本リモートセンシン

グ学会 2011]を参照のこと。国際法学における衛星

画像利用については[Hettling 2008]を参照のこと。ま

た、核査察における衛星画像利用については、[Jasani 
et als. 2009]及び[Nussbaum 2010]を参照のこと。 
12 干渉 SAR による地殻変動検出については、[藤原 
1997]を参照のこと。さらに環境省は、平成 29 年 5
月 25 日に『地盤沈下観測等における衛星活用マニ

ュアル』を取りまとめ発表している

（http://www.env.go.jp/press/104084.html、最終確認、

平成 29 年 9 月 7 日）。干渉 SAR の原理については、

国土地理院干渉 SAR ホームページ

（http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/sar/、最終確認、平成 29
年 9 月 7 日）を参照のこと。 
13 SAR 衛星の原理については[大内 2009]を参照の

こと。 
14 この技術を用いれば地下核実験などにより地盤

に変化があった場合確認することができる。たとえ

ば、2016 年 1 月 6 日に実施された北朝鮮による地下

核実験についての検証した論文として[Wei 2017]を
参照。 
15 衛星 AIS や衛星画像など一般の利用については

[Burrough et als. 2014]及び[Konecny 2014]を参照の

こと。 
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